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森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）の創設フレーム（案）
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（標準税率）

東⽇本⼤震災を
教訓として

全国で実施する
防災施策対応分
(H26〜H35)

1,000
/年

1,000
/年

譲与税の財源は譲与税特別会計における借入金で対応
（借入金は後年度の税収により償還）

森林環境税（仮称）

平成31年10⽉
消費税率10％への引上げ

森林環境譲与税（仮称）の導⼊

防災施策対応分終了

新たな森林管理制度の施行（森林関連法案を次期通常国会に提出）

H31.4～

H38

4,000
/年

1,000
/年

○ 平成36年度から森林環境税（仮称）の課税を開始し、国民の負担増を伴わずに、森林整備等に要する財源を確保。

○ 一方で、新たな森林管理制度の施行とあわせ、森林環境譲与税（仮称）は、平成31年度から譲与。

○ 平成35年度までの間における譲与財源は、後年度における森林環境税（仮称）の税収を先行して充てるという考え

方の下、暫定的に譲与税特別会計における借入れにより対応。借入金は、後年度の森林環境税（仮称）の税収の一

部をもって確実に償還。

※次期通常国会における森林関連法令の見直しを踏まえ､森林環境税（仮称）の創設を含め、以上の内容を一体として

法案化し､平成31年通常国会に提出。

H36年度〜

H31年度〜
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各年度の譲与額と市町村及び都道府県に対する譲与割合及び譲与基準（案）

（単位：億円）

※税収は粗い見込み値であり、計数全般について借入金利子を勘案し
ていない。

※課税開始初年度である平成36年度は、市町村への納付・納入が行わ
れるのが６月以降であり、都道府県を経由して国の譲与税特別会計に
払い込まれるまで時間を要すること等から、平年度化後の税収（約600
億円程度）の概ね半分の約300億円の譲与額となることが見込まれる。
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譲与税特別会計において借入れ

税収の一部を
もって償還
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初年度
約300
億円

平年度
約600
億円

森林環境税（仮称）

80 : 20 85 : 15 88 : 12 90 : 10

160 240 340 440 540

40 60 60 60 60

市：県の割合

（市町村分）

（都道府県分）

５０％ ： 私有林人工林面積 （※林野率による補正）

２０％ ： 林業就業者数

３０％ ： 人口

市町村分

都道府県分 市町村と同じ基準

○ 市町村の体制整備の進捗に伴い、譲与額が徐々に増加するように借入額及び償還額を設定。

○ 市町村が行う森林整備等を都道府県が支援・補完する役割に鑑み、都道府県に対して総額の１割を譲与。

（制度創設当初は、市町村を支援する都道府県の役割が大きいと想定されることから、譲与割合を２割とし、段階的に１割に移行。）

○ 使途の対象となる費用と相関の高い客観的な指標を譲与基準として設定。
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森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）の制度設計イメージ（案）

注 ： 一部の団体においては超過課税が実施されている。

国

市 町 村

● 間伐（境界画定、路網の整備等を含む）

● 人材育成・担い手確保
● 木材利用促進、普及啓発 等

公 益 的 機 能 の 発 揮

等

市 町 村 民 税 3,000円/年

道 府 県 民 税 1,000円/年

森林整備等のために必要な費用を、国民一人一人が広く等しく負担を分任して森林を支える仕組み

個
人
住
民
税

均
等
割

森 林 環 境 税（仮称） 1,000円/年

災害防止・
国土保全機能

地球温暖化
防止機能

水源涵養機能

● 市町村の支援 等

納 税 義 務 者

約6,200万人

(賦課徴収は市町村が行う)

国
税

平 成 ３ ６ 年 度 か ら 施 行 平 成 ３ １ 年 度 か ら 施 行

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

交 付 税 及 び 譲 与 税 配 付 金 特 別 会 計

賦
課
決
定

都 道 府 県

市 町 村

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

都 道 府 県

森 林 環 境 譲 与 税 （仮称）

私有林人工林面積、林業就業者数、人口により按分
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地方消費税の清算基準の抜本的な見直し（案）

〈見直し案〉

① 清算基準に使用する統計データのうち、以下のものを除外する。

② 統計カバー率を75％から50％に変更する。

③ 統計カバー外(50％)の代替指標は人口とする。

除外する統計データ 除外の理由

小売
(商業統計)

百貨店(※) 〔4.9兆円〕

持ち帰り消費等が多い
家電大型専門店(※) 〔4.4兆円〕

衣料品専門店(※) 〔2.4兆円〕

衣料品中心店(※) 〔3.1兆円〕

自動販売機による販売 〔1.2兆円〕 売上額を本社等に一括計上

医療用医薬品小売 〔5.5兆円〕 非課税取引に該当

サービス
(経済センサス)

建物売買業 〔2.9兆円〕

売上額を本社等に一括計上娯楽に附帯するサービス業 〔0.8兆円〕

社会通信教育 〔0.005兆円〕

不動産賃貸業 〔0.4兆円〕

非課税取引に該当
不動産管理業 〔1.8兆円〕

医療・福祉 〔31.1兆円〕

火葬・墓地管理業 〔0.04兆円〕

※ 「通信・カタログ販売」（H29改正で除外済み）、「インターネット販売」 （H29改正で除外済み）、「自動販売機による販売」
によるものを二重に除外することのないよう調整。

(参考) 見直し後の統計データに基づく消費額：148.5兆円(年度間調整後)
消費税の課税ベース：295兆円
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除外除外

統計カバー外
の代替指標は
人口を用いる

統計カバー率 75％

現 行 の
清算基準

見直し後の
清算基準

統計カバー率 50％

サービス業対個人事業
収入額（経済センサス）

85.6兆円
人口 17.5％ 7.5％

従業者数

小売年間販売額（商業統計）
117.6兆円

サービス業対
個人事業収入額
（経済センサス）

48.5兆円

人口 50％
小売年間販売額（商業統計）

96.2兆円

地方消費税の清算基準の抜本的な見直し（案）

建物売買業
娯楽に附帯するサービス業

社会通信教育
不動産賃貸業
不動産管理業
医療・福祉

火葬・墓地管理業

百貨店(※)

家電大型専門店(※)

衣料品専門店(※)

衣料品中心店(※)

自動販売機による販売

医療用医薬品小売

※ 「通信・カタログ販売」（H29改正で除外済み）、「インターネット販売」 （H29改正で除外済み）、「自動販売機による販売」によるものを二重に除外することのないよう調整。
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負担水準
100％

前年度課税標準額
に据置

課税標準額の上限
＝評価額×70％

70％

60％

特例
（１／６）

特例
（１／３）

段階的に引上げ

前年度課税標準額＋
評価額×1/6×５％
＝〔A〕

〔B〕
〔B〕

〔B〕

段階的に引上げ

前年度課税標準額＋

評価額×1/3×５％

＝〔A〕

60％まで

段階的に引上げ

前年度課税標準額＋

評価額×５％

＝〔A〕

小規模住宅用地 一般住宅用地商業地等の宅地

住宅用地以外の宅地 200㎡以下の部分
200㎡を超える部分

（家屋の床面積の10倍まで）

0 00

固
定
資
産
税
評
価
額
（
地
価
公
示
価
格
等
×
７
割
）

一般市街化区域農地 特定市街化区域農地
（三大都市圏の市街化区域農地）

〔B〕
0

固
定
資
産
税
評
価
額
（
宅
地
並
評
価
）
）

段階的に引上げ

前年度課税標準額＋
評価額×1/3×５％
＝〔A〕

前年度課税標準額×1.025

前年度課税標準額×1.050

前年度課税標準額×1.10

前年度課税標準額×1.075

0

固定資産税の課税の仕組み（平成30年度～平成32年度）（案）

特例
（１／３）

特例
（１／３）

20％

負担水準
100％

20％

負担水準
100％

20％

負担水準
100％

負担水準
100％

20％

90％

80％

70％

○ 土地に係る負担調整措置の適用期限を３年延長する。

※ 「雑種地・一般山林等」及び「一般農地」についても同様に延長

※ 負担水準：評価額に対してどの程度負担しているかの割合（負担水準＝前年度課税標準額/当該年度評価額（×住宅用地特例率））

※ 〔A〕が「評価額（×住宅用地特例率）×20％」を下回る場合は、「評価額（×住宅用地特例率）×20％」に引上げ（＝〔B〕）
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条例減額制度について（案）

【税負担急増土地に係る条例減額制度】

住宅用地、商業地等及び特定市街化区域農地に係る
固定資産税額等が、特例税額（注１）を上回る時は、当
該上回る税額を減額。

（注１）前年度課税標準×1.1以上で条例で定める率×税率

評価額

（ｎ年度）

（ｎ＋１年度）
評価額

評価額
の５％

1.1ａ

減
額

ａ

【商業地等に係る条例減額制度】

商業地等に係る固定資産税額等が、特例税額（注２）を
上回る時は、当該上回る税額を減額。

（注２）評価額×60～70％の範囲で条例で定める率×税率

前年度課税標準額＋評価額×５％

評価額×20％

70％

60％

20％

（課税標準額）負担水準

据置き

減
額

100％

○ 「税負担急増土地に係る条例減額制度」及び「商業地等に係る条例減額制度」の適用期限を３年延長する。
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平 成 2 9 年 1 2 月 1 4 日
自 由 民 主 党
公 明 党

第一 平成30年度税制改正の基本的考え方

３ 地域社会を支える地方税財政基盤の構築

(2) 土地に係る固定資産税の負担調整措置

固定資産税は、市町村財政を支える基幹税であり、今後ともその税収の安定的な確保が不可欠である。

土地に係る固定資産税については、平成９年度から負担水準の均衡化を進めてきた結果、平成29年度の

商業地等における負担水準は、据置特例の対象となる60％から70％までの範囲（据置ゾーン）内にほぼ収

斂するに至っている。

現下の商業地の地価の状況を見ると、三大都市圏では４年連続の上昇、地方圏では下落幅は縮小してい

るものの下落傾向が続いている。

そのため、平成30年度評価替えにおいては、大都市を中心に、地価上昇の結果、負担水準が下落し据置

ゾーンを下回る土地が生ずる一方で、地方では、地価下落の結果、負担水準が70％を超えて上昇する土地

が数多く生ずると見込まれるところであり、まずは、そうした土地の負担水準を据置ゾーン内に再び収斂

させることに優先的に取り組むべきである。

このような状況及び現下の最優先の政策課題はデフレからの脱却を確実なものとすることであることを

踏まえ、平成30年度から平成32年度までの間、土地に係る固定資産税の負担調整の仕組みと地方公共団体

の条例による減額制度を継続する。

一方、据置特例が存在することで、評価額と税額の高低が逆転する現象が生じるなど、据置ゾーン内に

おける負担水準の不均衡が解消されないという課題があり、負担の公平性の観点からは更なる均衡化に向

けた取組が求められる。

これらを踏まえ、税負担の公平性や市町村の基幹税である固定資産税の充実確保の観点から、固定資産

税の負担調整措置のあり方について引き続き検討を行う。

平成30年度税制改正大綱（負担調整措置関係部分抜粋）
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下記の特例を３年間延長（平成33年３月31日まで）

 住宅・土地に係る税率の特例（４％→３％）

 宅地評価土地（住宅用地・商業地等）に係る課税標準の特例（評価額を１／２に圧縮）

※いずれも、平成30年３月31日までの措置

固定資産税評価額
（課税標準の特例）

１／２

（税率の特例）
３％

＝ × ×

【宅地評価土地（住宅用地・商業地等）の課税標準の特例】

税額

不動産取得税の税率の特例措置・宅地評価土地の課税標準の特例措置の
適用期限の延長（案）

○ 宅地評価土地の課税標準は、平成６年は１／２、平成７年は２／３、平成８年以降は１／２

【税率の特例】

○ 本則税率 ４％（昭和56年度から）

○ 特例税率 ・住宅（家屋）については３％に引き下げ（昭和56年度から）

・土地については３％に引き下げ（平成15年度から）
※ 住宅用地については昭和56年度から平成14年度まで税額の減額特例により実質３％

（参考）宅地評価土地に係る税額の算定方法

特例の内容
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生産性革命の実現に向けた償却資産の特例措置について（案）

○ 以下の要件を満たす設備投資を対象

① 市町村計画に基づき中小企業が実施する設備投資

・ 中小企業は商工会等と連携し、設備投資計画を策定

・ 企業の設備投資計画が市町村計画に合致するかを市町村が認定

② 真に生産性革命を実現するための設備投資

（導入により、労働生産性が年平均３％以上向上する設備投資）

③ 企業の収益向上に直接つながる設備投資

（生産、販売活動等の用に直接供される新たな設備への投資）

※ ②及び③の要件を満たすことにより、単純な更新投資は除外される

○ 特例率は、３年間、ゼロ以上１／２以下で市町村の条例で定める割合とする。

○ 当該特例措置は、集中投資期間（平成30年度～32年度）に限定

特例措置の内容

集中投資期間中における中小企業の生産性革命を実現するための臨時・異例の措置として、

償却資産に係る固定資産税の特例措置を講じる。

※ 平成28年度に創設した現行の特例措置については、上記措置の創設に伴い、期限の終了
をもって廃止するため、規定を削除。（削除規定は平成31年４月１日施行）
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0

100

200

0 500 1,000 1,500 2,000

個人所得課税の見直し（案）

※ 「給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替」に伴い、合計所得金額を基準としている配偶者控除における配偶者の所得要件や非課税
限度額における基準額等について、給与収入換算で要件等が変わらないよう所要の整備を行う。

○ 働き方の多様化を踏まえ、特定の働き方だけでなく、様々な形で働く人を応援し、「働き方改革」を後押しする観点から、
給与所得控除・公的年金等控除の制度の見直しを図りつつ、一部を基礎控除に振り替えるなどの対応を行う。

平成33年度分以後の
個人住民税について適用

○ 基礎控除について、合計所得金額2,400万円超から控除額が逓減、2,500万円超から消失する仕組みを設ける。

個人住民税の基礎控除額
33万円⇒43万円

給与所得控除等から
基礎控除へ振替

必要経費

公的年金等控除

▲10万円

給与所得控除

▲10万円

給与

フリーランス、請負、
起業等による収入

公的年金等

基礎控除

＋10万円
税額

（×税率）

10

（
給
与
所
得
控
除
額
）

55
65

（給与収入） （万円）

現行：上限 220万円

15

850

子育てや介護を行っている者（※）には
負担増が生じないように措置
※ 22歳以下の扶養親族や特別障害者控除の対象

となる扶養親族等が同一生計内にいる者

（万円）

給与所得控除の見直し

0
0 1000330

公的年金等控除の見直し

（
公
的
年
金
等
控
除
額
）

（公的年金等の収入）（万円）

10
10

年金以外の所得
1,000万円超の場合年金以外の所得

2,000万円超の場合

現行

※ 65歳未満の場合も同様の見直し。

120
110
100
90

（万円）

＜65歳以上の場合＞

10
改正案：上限 195万円

控除額に上限を設定（上限：195.5万円）（振替分）

（振替分）

給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替

基礎控除の見直し
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〇 たばこ税の見直しを以下のとおり実施する。

① たばこ税の税率を平成30年10月１日から段階的に引き上げる。

② 加熱式たばこについて

・ 喫煙用の製造たばこの区分として、新たに｢加熱式たばこ｣の区分を創設する。

・ 紙巻たばこの本数への換算方法について、｢重量｣と｢価格｣を紙巻たばこの本数に換算する方式とすることとし、

平成30年10月１日から段階的に実施する。

地方のたばこ税の見直しについて（案）

①：税率の引上げ ②：加熱式たばこの課税方式の見直し

実施時期等 合計
（参考）

国のたばこ税
※たばこ特別税含む

道府県
たばこ税

市町村
たばこ税

現行 6,122円 860円 5,262円 6,122円

平成30年10月１日 6,622円 930円 5,692円 6,622円

平成32年10月１日 7,122円 1,000円 6,122円 7,122円

平成33年10月１日 7,622円 1,070円 6,552円 7,622円

＜税率引上げに伴う所要の措置 ＞

１．たばこ税率の引上げに際し、手持品課税を実施する。
２．市町村たばこ税都道府県交付金制度について、所要の措置を講ずる。

〇 たばこ税の税率を平成30年10月１日から以下のとおり３段
階で引き上げる（国と地方あわせて１本当たり１円ずつ計３円）。

（注） 平成31年４月１日に予定されている旧３級品の紙巻たばこに係る税率
の引上げ（平成27年度税制改正）を、平成31年10月１日実施に延期する。

〇 地方税法において、「加熱式たばこ」の課税区分を新設した上

で、加熱式たばこの製品特性を踏まえ、以下の課税方式とする。

新課税方式

〇 上記の課税方式の見直しについては、平成30年10月１日から実
施し、５年間かけて段階的に移行する。経過期間中の課税標準は、
新課税方式による紙巻たばこへの換算を１／５ずつ増やしていくこと
とする。

（税率：1,000本当たり）
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30.1030.4 31.4 31.10 32.1032.4 33.4 34.1034.4 35.4

＋０．５円/本
（＋１円/本）

一般の紙巻たばこ
（１本当たり） ＋０．５円/本

（＋１円/本）

33.10

＋１．９６６円/本
（＋３．９３２円/本）

＋０．７５円/本
（＋１．５円/本）

旧３級品の紙巻たばこ
（１本当たり）

加
熱
式

第
１
回
目

加
熱
式

第
５
回
目

加
熱
式

第
４
回
目

加
熱
式

第
３
回
目

加
熱
式

第
２
回
目

＋０．５円/本
（＋１円/本）

※１ 平成３１年４月に予定されている旧３級品の紙巻たばこに係る税率の引上げ（平成27年度税制改正）を、平成３１年１０月実施に延期する。
※２ 加熱式たばこの経過期間中の課税標準は、新たな課税方式による紙巻たばこへの換算を１／５ずつ増やしていく。

（参考）地方のたばこ税の見直しの全体像（案）

＜税率＞
・上段：地方税
・下段：国税＋地方税

６．１２２円/本
（１２．２４４円/本）

６．６２２円/本
（１３．２４４円/本）

７．１２２円/本
（１４．２４４円/本）

７．６２２円/本
（１５．２４４円/本）

３．９０６円/本
（７．８１２円/本）

４．６５６円/本
（９．３１２円/本）
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共通電子納税システム（共同収納）の導入（案）

全地方団体が加入・運営しているeLTAX（地方税のオンライン手続のためのシステム）を活用して、

共通電子納税システムを導入するとともに、システム運営主体が公金を取り扱うための法令上の規定を

整備する。

⇒ ・企業は、全地方団体に対して電子納税可能に。

・複数の地方団体への納税についても、一度の手続きで可能に。

Ａ市

Ｂ町

Ｃ村

共通電子納税システム

Ｄ市

個別の
電子納税システム

企業
Ａ市

Ｂ町

Ｃ村

×

現 状

企業

Ｄ市

×企業

全ての納税先で
電子納税できなければ、
企業は電子納税を
選択しない。 Ｅ市

×
×

Ｅ市

共通電子納税システム

企業

企業

企業
次期システム
更改に併せて
平成31年10月
運用開始（予定）

1,788団体
（全地方団体）対応22団体対応

システム開始時点の対象予定税目
・地方法人二税等
・個人住民税（給与所得・退職所得に

係る特別徴収）

・事業所税
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共同収納の実施等、今後eLTAXの役割が拡大することを踏まえ、eLTAXが安全かつ安定的に運営されるよう、

eLTAXの運営主体について以下の措置を講ずる（平成31年４月より施行）。

①②③を制度上措置するため、eLTAXの運営主体を、
法律に設置根拠・組織運営が規定される法人（地方共同法人）として地方税法に位置づけ

①組織運営のガバナンスの確立 ②国の監督権限 ③秘密保持義務

 地方の代表による意思決定
機関の設置

 組織運営の基本的事項（業務
内容・業務方法書）を規定

 eLTAXの運営主体の役職員
について、刑法の適用上、公
務員とみなすことを規定

 eLTAXの適正な運営のため
に必要な総務大臣による報
告・立入検査、違法行為等の
是正要求、命令

 eLTAXの運営主体の役職員
に対し、秘密保持義務を規定

 情報管理のための規程作成
の義務づけ

 上記を担保するための罰則
を規定

等 等 等

＜地方税共同機構（仮称）の組織運営＞

○代表者会議【意思決定機関】：地方三団体が選任する首長・学識経験者により構成され、定款変更、予算・決算、事業計画等を議決するとともに、
役員の任免、違法行為等の是正要求等により執行機関を監督。

○執行機関：理事長、理事（又は副理事長）、監事により構成され、業務執行、職員の任命、業務監査等を実施。

○運営審議会【審議機関】：代表者会議が任命する学識経験者により構成され、予算・決算、事業計画等について、執行機関に意見具申。

○地方三団体が選任する設立委員が、総務大臣の認可を得て設立（これに伴い、一般社団法人地方税電子化協議会は廃止）。

○電子申告システム等の運営、共同収納関係事務、地方税に関する調査研究・広報・地方団体職員向け研修等を実施。

※上記の他、地方税共同機構（仮称）が行う事務の規定整備等の所要の措置を講ずる。

eLTAXの安全かつ安定的な運営のための措置（案）
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首都圏のデータのバックアップのため首都圏以外に整備した
データセンターの設備に係る課税標準の特例措置の創設（案）

特例の概要（創設）

○ 特定通信・放送開発事業実施円滑化法に基づき、総務大臣から実施計画について認定を受けた電気通

信事業者が、その認定に係る実施計画に記載された首都直下緊急対策区域※１内のデータセンターのバッ

クアップのための一定の設備※２を取得し、同区域外において専らバックアップの事業の用に供した場合

には、当該設備に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年間価格の３／４とする措置を平成32

年３月31日まで講ずる。

※１ 首都直下緊急対策区域 …… 埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県

の全域、茨城県、群馬県、山梨県、

長野県、静岡県の一部

※２ 電気通信設備 ……………… ①サーバー

②ルーター、スイッチ、電源装置

（直流に限る）、無停電電源装置、

非常用発電機（①の設備と同時に

設置されるものに限る。）

ルーター

サーバー

スイッチ

無停電電源
装置（ＵＰＳ）

電源装置

非常用発電機

ラック

データセンター

（対象設備イメージ）
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バリアフリー改修が行われた劇場や音楽堂に係る税額の減額措置の創設（案）

特例の概要（創設）

○ 特別特定建築物に該当する家屋のうち主に実演芸術の公演等を行う一定のもの※について、建築物移

動等円滑化誘導基準に適合させるよう改修工事を行った場合、当該家屋に係る固定資産税額及び都市計

画税額の１／３に相当する金額（改修工事費の一定割合を上限とする）を２年度分減額する措置を平成

32年３月31日まで講ずる。

※ 一定の家屋 ………… 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に規定する特別特定建築物のうち劇場、演芸場、集会場又は

公会堂であって、主に実演芸術の公演等を行うことにつき文部科学大臣の認定を受けたもの

（建築物移動等円滑化誘導基準イメージ）

17



改正の内容

○ 都道府県知事が指定する津波災害警戒区域において、市町村との管理協定の対象となった津波避難施

設のうち、避難の用に供する部分並びに当該避難施設の敷地内において新たに設置された誘導設備（誘

導灯・誘導標識）及び自動解錠装置について、固定資産税の課税標準を、５年度分価格の１／２（参酌

基準）とする。

津波避難施設に係る課税標準の特例措置の拡充及び延長（案）

特例の概要（現行）

※追加された対象資産は太字下線。

※「協定避難施設」及び「指定避難施設」は、津波の発生時における円滑かつ迅速な避難に資する施設であるが、「協定避難施設」は市町村

が施設所有者等に代わり管理することが可能であるのに対し、「指定避難施設」は施設所有者等が自ら管理するものである。

○ 対象資産に市町村が指定した避難施設及び一定の避難の用に供する償却資産を追加し、特例率（参酌

基準）を下記のとおりとした上、適用期限を３年間延長する。

対象資産
期間 価格に乗じる割合

家屋 償却資産

協定避難施設（避難の用に供する部分）
誘導灯、防災用倉庫

誘導標識、防災用ベンチ
自動解錠装置、非常用電源設備

５年度分

１／２を参酌して１／３以上２／３
以下で市町村の条例で定める割合

指定避難施設（避難の用に供する部分）
２／３を参酌して１／２以上５／６
以下で市町村の条例で定める割合
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適用期限を２年延長

住宅の種別 軽減期間 軽減割合 対象床面積

① 一般の住宅（②以外） ３年度分

１／２
居住部分に係る床面積で、120㎡が限
度(120㎡を超えるものは120㎡相当分
まで)② ３階建以上で耐火構造の

住宅
５年度分

※ 床面積要件 居住部分の床面積が５０㎡（戸建以外の貸家住宅の場合は４０㎡）以上２８０㎡以下

※ 居住割合要件 居住部分の床面積が当該家屋の床面積の１／２以上

新築住宅に係る税額の減額措置の適用期限の延長（案）

特例の概要（現行）

改正の内容
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ガス中小事業者 課税方式

製造部門

収入金額導管部門

小売部門

２０万㎘以上のＬＮＧ基地保有なし

資本金１億円超 資本金1億円以下

外形＋所得 所得

収入金額

外形＋所得 所得

ガス中小事業者に係る課税方式の見直し案（法人事業税の収入金額課税）

（現行） （見直し案）

→

平成29年度税制改正大綱（抄）

現在、電気供給業、ガス供給業及び保険業については、収入金額による外形標準課税が行われている。（中略）また、これらの業に

係る中小法人については、近年における事業環境や競争状況の変化を踏まえつつ、課税のあり方について検討を行う。

ガス事業法改正

全面自由化
（届出制へ移行）

許可制・規制料金
が存続

全面自由化
（登録制へ移行）

見直し（案）

（見直しの対象）

・施設・設備の規模が相対的に小さい（２０万㎘以上のＬＮＧ基地を有しない）事業者

※ガス事業法の経過措置（競争が不十分として規制料金を存置）の対象事業者は、今回の見直し対象から除外。

※ガス事業法上、２０万㎘以上のLNG基地を有する事業者は、ガス製造事業の届出義務・LNG基地の第三者利用に関する法的規制の対象となっている。

（見直しの内容）

・資本金１億円以下の事業者：所得課税

・資本金１億円超の事業者 ：外形標準課税＋所得課税

→

→

→

→

→
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都市・地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築

少子高齢化が加速する中、地域の実情に応じたきめ細かな行政サービスを地方公共団体
が安定的に提供していくための基盤として、偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を
構築することはますます重要性を増している。こうした観点から、消費税率引上げに併せ、
法人住民税法人税割の地方交付税原資化を段階的に進めるなど、地方税源の偏在是正に取
り組んできたところである。

近年、経済再生への取組みにより地方税収が全体として増加する中で、地域間の財政力
格差は再び拡大する傾向にある。地方交付税の不交付団体においては、財源超過額が拡大
し、その基金残高も大きく増加している。一方、交付団体においては、臨時財政対策債の
残高が累増するなど、厳しい財政運営が続いている状況にある。

地方創生を推進し、一億総活躍社会を実現するためには、税源の豊かな地方公共団体の
みが発展するのではなく、都市も地方も支え合い、連携を強めることが求められる。また、
各地方においていきいきとした生活が営まれることは、都市が将来にわたり持続可能な形
で発展していくためにも不可欠である。このためには、偏在性の小さい地方税体系の構築
に向けて、新たに抜本的な取組みが必要である。

こうした観点から、特に偏在度の高い地方法人課税における税源の偏在を是正する新た
な措置について、消費税率10％段階において地方法人特別税・譲与税が廃止され法人事業
税に復元されること等も踏まえて検討し、平成31年度税制改正において結論を得る。

平成30年度税制改正大綱（抜粋）

平 成 2 9 年 1 2 月 1 4 日
自 由 民 主 党
公 明 党
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特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子化（案）

給与所得に係る個人住民税の特別徴収税額通知（納税義務者用）について、電子情報処理組織

（eLTAX）により特別徴収義務者を経由し、送付する仕組みを、地方公共団体間の取扱いに差違が

生じないよう配慮しつつ検討する。

市

区

町

村

特
別
徴
収
税
額
通
知
（納
税
義
務
者
用
）

３－１ 電子的送付

３－２ プリントした書面を交付
（書面を希望する場合）

２ 電子的送付（※）

１ 給与支払報告書の
電子的提出

e
L
T
A
X

特

別

徴

収

義

務

者

納税義務者
（従業員）

※ 特別徴収義務者が書面送付を求める場合や、電子的送付に対応していない場合には、書面で通知を送付。

電子化のイメージ案

22




